　　　　　　　厚生労働省試案についての見解
                                                  平成１３年１０月１８日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医療保険制度改革に関する研究会
                                                    （委員長　水　野　　　肇）
　当研究会は、国民健康保険中央会、全国市長会及び全国町村会の設置した医療保険改革問題研究会が、平成１１年１２月に医療保険制度の一本化を求める報告書をまとめたのを受け、平成１２年６月から、制度一本化の場合の保険者の在り方、保険料賦課徴収の方法など、具体的な事項について鋭意検討を進めている。
  今般、厚生労働省から「医療制度改革試案」が公表されたが、そこには将来に向けて持続可能で安定的な制度を構築するという中長期的展望にたった医療保険制度の改革案は示されておらず、当面の財政収支を合わせようという内容に終始している。そこで、当研究会の使命である医療保険制度の一本化を求める視点から、同試案に対する見解を次のとおりとりまとめた。
１　医療保険制度改革の基本的方向について
　国民皆保険体制を堅持し、給付と負担の公平を実現するためには、将来的に医療保険制度の一本化が不可欠であると考えるが、今回の試案ではこの点が全く明確にされていない。揺るぎない社会保障制度の将来像を示し、国民の間の不安感を払拭するためにも、制度の一本化へ向けた基本目標を明らかにし、１４年度改革をその実現に向かっての第一歩とすべきである。
２　老人保健制度の対象年齢の引き上げについて
　老人保健制度の対象年齢を７５歳以上に引き上げることについては、この制度が年齢によるリスクに関し財政調整を行う仕組みとして機能していることを考えれば、その調整の対象を狭めることになり、各制度間の負担の公平化の効果を減少させ、制度一本化の方向に逆行するものと評価せざるを得ない。
　老健拠出金制度を残しながらその対象範囲を７５歳以上に限定することの根拠を明らかにするとともに、これを実施した場合に国民健康保険制度が新たに引き受けることになる負担増に対する明確な財政措置を示すべきである。
３　老健拠出金制度に関する改正について
　老健拠出金制度について、現在３０％となっている老人加入率の上限を撤廃するとともに、退職者に関する拠出金について現在２分の１となっている退職者医療制度の負担をその全額とする改正案が示されているが、これは老健拠出金制度の趣旨から当然のことであり、前記の対象年齢の引き上げとは関係なく実施すべきである。

４　給付率を統一することについて
　被用者保険の対象者の給付率を原則７割にするなど、給付率を統一する案が示されているが、これは制度一本化を前提にその第一歩として位置づけられている訳ではない。本来、保険制度において給付と負担は表裏一体のものとして捉えるべきものであることから、各制度の給付率を同じにするだけでは、われわれが求めている「給付と負担の公平化」の理念に近づくものとして積極的な評価を与えることはできない。　
５　国民健康保険制度の財政基盤の強化について
　国民健康保険制度は、国民皆保険制度の最後の拠り所として多くの無職者を含む低所得者や高齢者を抱える構造になっており、これに対する財政支援措置は、法制化されている保険基盤安定制度を除けば、現行の財政安定化支援事業など限定的な彌縫策しか講じられてこなかった。今回の試案においても国保制度の財政基盤の強化については極めて不十分な対策しか盛り込まれておらず、制度一本化の実現に時間を要するとすれば、国保制度の構造的問題から生ずる財政基盤の脆弱性を根本的に解決するための措置を明確にすべきである。
６　医療の目指すべき姿について
　今回の試案において、２１世紀の医療の目指すべき姿をできるだけ明らかにしようとしていることについては一定の評価ができるが、医療保険制度に対する国民の支持を確保するためにも、医療内容及び医療費に関する透明性や説明責任を積極的に拡大していくことが特に重要であり、これらについて具体的に踏み込んだ対策を明示すべきである。
７　医療費の伸び率管理制度の導入について
　近年における医療費の高い伸び率と予想される今後の経済動向を考慮すれば、医療保険制度を持続可能なものとするため、老人医療費に限らず医療費全体の伸び率について管理する仕組みの導入が必要であると考える。ただし、目標値の設定の仕方やこれを超過した場合の調整方法については、国民に提供される医療の質を落とすことにないように配慮すべきであるとともに、何よりも先ず目標値の達成が実現できるようにすることが重要であることから、そのための診療報酬の合理化、医療の効率化などの医療費適正化対策を具体的に示すべきである。
　　  以上が、厚生労働省試案の主要な項目に対する当研究会の見解であるが、同案に対しては既に各方面から様々な意見が示されており、今後、平成１４年度改革案の策定に向けて紆余曲折が予想されることから、当研究会としても国民的な議論の推移を見ながら、将来の制度一本化へ向けた抜本改革の道筋が付けられるよう、必要に応じて見解を示して行くこととする。
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